
 1 級  解答(工業簿記) 

解１答 

第１問 

① ② ③ ④ ⑤ 

★ エ ★ コ ★ オ ★ カ ★ キ

★ につき１点 計５点

第２問 

問１ 

  仕 掛 品 (単位：円) 

月 初 仕 掛 品 ( ☆★  388,976  ) 製 品 ( ☆   37,876,616  ) 

直 接 材 料 費 ( ☆☆ 3,954,100  ) 月 末 仕 掛 品 ( ☆★    272,170  ) 

加 工 費 ( ☆☆ 33,805,710  ) 

( 38,148,786  ) ( 38,148,786 ) 

問２ 

製品Ａ 製品Ｂ 

☆ 12,593,296 円 ☆ 20,304,900 円  

☆ につき２点 計20点

★ につき１点 計20点

解 説 

問題文をよく読む

本問は、２つの工程を経て２種類の製品を完成させる工程別組別実際総合原価計算の問題です。解答に

あたっては、製造工程の流れを把握し、そのなかで仕損の発生や、第１工程完成品在庫の存在に注意しな

ければなりません。

仕掛品勘定（問１）

１．製造工程の流れ

材料 

月初 当月払出

当月仕入

月末 

第 1工程 第２工程 製品 

当月投入
材料 

加工費

完成 当月投入
前工程費 

加工費

完成 月初 販売 

当月完成

仕損 仕損 月末 

第１工程完成品 

月初 第２工程へ

投入 当月完成

月末 

２．製品Ａの当月生産データ

当月の生産データを整理すると、次のようになります。仕損の発生量は各工程の当月投入量と完成量の

差から求めることができます。

材料Ａ

月初 100 個 当月払出

当月仕入 1,020 個

1,000 個 月末  80 個

第 1工程 第２工程 製品 

当月投入
1,020 個

完成 当月投入
1,014 個

完成 月初 ８個 販売 

1,010 個 1,010 個 当月完成 1,012 個

仕損  10 個 仕損 ４個 1,010 個 月末 ６個

第１工程完成品 

月初 20 個 第２工程へ
1,014 個当月完成

1,010 個 月末 16 個

Step 1

Step 0

各工程内には月初・月末仕掛品はあり

ません。問題の資料５のタイトルより、

第１工程と第２工程の間の第１工程完成

品在庫を月初・月末仕掛品として扱うこ

とを読み取ります。

Point
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 1 級 解答(原価計算) 

解１答 

問１ 

☆☆★ △ 60,000,000 円  

問２ 

☆☆★ 21,600,000 円  

問３ 

☆☆ 0 円  

問４ 

☆★ 49,632,960 円  

問５ 

☆☆ 2.8 年  

問６ 

☆☆ 31,360,800 円  

☆ につき２点 計20点

★ につき１点 計25点

新規設備の利用に係る１年あたりの差額キャッシュ・フロー（問２）

新規設備の導入後の年々においては、売上による収入、製造原価の支出、減価償却によるタックス・シー

ルドについて、差額が生じます。

１．法人税等を考慮する前の差額キャッシュ・フロー

新規設備導入案 現状維持案 差  額

売 上 収 入： ＠10,000 円×30,000 個 ＠10,000 円×20,000 個 ＠10,000 円×10,000 個＝ 100,000,000 円 

材 料 費： △＠4,000 円×30,000 個 △＠4,000 円×20,000 個 △＠4,000 円×10,000 個＝△40,000,000 円 

変動間接費： △＠3,000 円×20,000 個 △＠3,000 円×20,000 個 △＠2,000 円×10,000 個＝△20,000,000 円 

△＠2,000 円×10,000 個 

固定間接費： △10,000,000 円＊ ―＊ △10,000,000 円 

計 30,000,000 円 

現有設備による生産販売による分(20,000 個分)について、上記では両案に含めて計算していますが、ど

ちらの案でも同額が発生するため、考慮せずに計算しても構いません。

＊ 現有設備に係る固定製造間接費は、どちらの案でも同額が発生するため、考慮する必要はありません（固定製造

間接費のうちの現金支出費用の金額は問題文にも与えられていません）。 

２．法人税等を考慮した後の差額キャッシュ・フロー

⑴ 新規設備の減価償却費

（60,000,000 円－6,000,000 円）÷６年＝9,000,000 円 

なお、現有設備の減価償却費は、どちらの案でも同額が発生するため、考慮する必要はありません。

⑵ 差額キャッシュ・フロー 

30,000,000 円×(１－40 ％(税率))＋ 9,000,000 円×40 ％ ＝21,600,000 円
上記１より 減価償却によるタックス・シールド 

６年後の新規設備の除却に係る差額キャッシュ・フロー（問３）

１．除却損

６年後の新規設備の除却時の仕訳は次のようになります。

(借)減価償却累計額 54,000,000 (貸)設 備 60,000,000 

固定資産除却損 10,000,000 現 金  4,000,000
処分コスト(法人税等を考慮する前の差額キャッシュ・フロー) 

２．法人税等を考慮した後の差額キャッシュ・フロー

上記の除却損 10,000,000 円のうち、6,000,000 円（除却時の設備の簿価）は非現金支出費用であるため、

タックス・シールドが生じます。

△4,000,000 円×(１－40 ％(税率))＋ 6,000,000 円×40 ％ ＝0 円
処分コスト 除却損によるタックス・シールド 

なお、現有設備の６年後の除却(売却)については、どちらの案でも相違がないため、考慮する必要はあ

りません。

Step 2

Step 3




